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令和6事業年度 財政調整等特別会計に係る主な業務収益及び業務費用について

No. 会計区分 勘定区分 業務収益 業務費用 頁

1. 前期高齢者特別会計 事業費勘定 前期高齢者納付金 前期高齢者交付金 6

2. 事務費勘定 保険者からの事務費拠出金 給与手当、委託費等

3. 後期高齢者医療特別会計 事業費勘定 後期高齢者支援金 後期高齢者交付金 2

4. 事務費勘定 保険者からの事務費拠出金 給与手当、委託費等

5. 退職者医療特別会計 事業費勘定 療養給付費等拠出金 療養給付費等交付金 9

6. 事務費勘定 保険者からの事務費拠出金 給与手当、委託費等

7.
介護保険特別会計

事業費勘定
介護給付費・地域支援
事業支援納付金

介護給付費交付金
地域支援事業支援交付金

8. 事務費勘定 国からの補助金 給与手当、委託費等

9.
認可事業特別会計 特定健診等決済代行

事業費勘定
保険者からの特定健診等費用
保険者からの事務費

特定健診等費用
給与手当、委託費等

10.
被扶養者情報通知経由
事業費勘定

後期高齢者医療広域連合
からの事務費

給与手当、委託費等

11. 特別保健福祉事業費勘定 国からの補助金 委託費等

12. 病床転換助成事業特別会計 事業費勘定 別途積立金による受入金 病床転換助成交付金

13. 事務費勘定 保険者からの事務費拠出金 給与手当、委託費等

14. 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者
給付金等支給関係特別会計

事業費勘定 国からの交付金 給付金等支給金

15. 事務費勘定 国からの交付金 給与手当、委託費等

16. 流行初期医療確保措置特別会計 流行初期医療確保措置勘定 都道府県からの事務費 給与手当、 委託費等

17. 子ども・子育て支援納付金特別会計 事務費勘定 国からの補助金 給与手当、委託費等 13

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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後期高齢者医療特別会計
事業費勘定
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後期高齢者医療特別会計 事業費勘定

決算の概況

➢ 令和6年度中に普通預金及び大口定期預金の利率増に伴い、利子収入が7億円の増となった

➢ 未収であった拠出金事業費返還金が、民事再生計画により令和５年度から令和9年度までの5回

に分割して弁済されることとなり、令和7年度以降の弁済額1百万円を破産更生債権等に、貸倒引当

金に同額をマイナスで計上した

（特別保健福祉事業分も同様の弁済予定であり、令和9年度の弁済完了後に一括で国に返還）

➢ 令和6年度より開始した出産育児交付金の交付及び出産育児支援金の徴収については、後期高齢

者支援金から出産育児交付金を相殺した額を保険者より徴収し、後期高齢者交付金から出産育児支

援金を相殺した額を後期高齢者医療広域連合へ交付した

（収入支出予算と決算内訳には相殺前の金額を記載）

➢ 令和5年度の交付金精算返還金は、395億円を見込んでいたが、後期高齢者の医療給付費が多かっ

たため、見込みより171億円少ない224億円返還された

➢ 拠出金事業費返還金は、老人保健拠出金事業助成金を受けた医療法人等が老人保健施設等を転用・

譲渡等する際の返還金であり、令和6年度は5医療法人で1億円返還された

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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後期高齢者関係業務に要する事務費  4億円
老人保健特別会計拠出金事業費勘定から
承継した別途積立金からの受入額 
（高齢者システムクラウド化）  1億円  

予算 決算

▲6,289億円

受入金（別途積立金取崩額）

雑収入

借入金

平成２8事業年度 後期高齢者医療特別会計事業費勘定収入支出予算と決算内訳後期高齢者医療特別会計 事業費勘定 収入支出予算と決算内訳

収入

支出

74,177億円 ①80,466億円

事務費勘定へ繰入

後期高齢者交付金 7兆3,732億円

予備費

諸支出金

単位：億円

＋74

▲1,411

▲6,596

▲6,200

▲8,007億円 72,459億円 ②80,466億円

71,589

132
2,145

395

6,200

5
132

0

6,596

71, 664

132

2,145

233

132
0

① － ② ＝ 収支差 1,718億円

R6 概算支援金額
R6 新設保険者分概算支援金額
R4 支援金精算額等

R5交付金精算返還金
拠出金事業費返還金
利子収入

※借入れ実績なし

R6 概算交付金額
R6 変更決定額（年4回）
R5 追加交付

後期高齢者支援金収入 7兆1,664億円

後期高齢者交付金

R4 支援金精算額・調整金額
R4 支援金精算返還金

7兆3,732億円※

諸支出金

後期高齢者支援金収入 7兆1,589億円

後期高齢者関係事務費拠出金収入

R6 概算支援金額   7兆3,733億円
R4 支援金精算額等  ▲2,144億円

R4 支援金精算額・調整金額  ▲2,144億円
R4 支援金精算返還金            3百万円

R4 支援金精算返還金  3百万円

受入金（別途積立金取崩額）

雑収入

後期高齢者関係事務費拠出金収入

事務費勘定へ繰入

224億円
1億円
7億円

▲2,144億円
3百万円

7兆3,733億円※

74億円※

▲163

R4 支援金精算返還金 3百万円

7兆2,322億円

R4 支援金精算額・調整金額 2,144億円
老人保健特別会計拠出金事業費勘定から
承継した別途積立金からの受入額 
（高齢者システムクラウド化）    1億円

出産育児支援金収入

R4 支援金精算額・調整金額 2,144億円
老人保健特別会計拠出金事業費勘定から
承継した別途積立金からの受入額
（高齢者システムクラウド化）             1億円

R6 概算交付金額
R5 追加交付額

出産育児交付金

後期高齢者関係業務に要する事務費  4億円
老人保健特別会計拠出金事業費勘定から
承継した別途積立金からの受入額
（高齢者システムクラウド化）  1億円

R5交付金精算返還金
拠出金事業費返還金
利子収入

395億円
1千円

2千万円

出産育児支援金収入

出産育児交付金

4

4

73,732

72,322

5

▲2,144億円

▲1,420億円
9億円

※  概算支援金額及び概算交付金額は、出産育児交付金及び出産育児支援金の相殺前の金額

（注）端数整理の関係から、合計額が不一致となる場合がある。以下について同じ

7兆3,732億円
2千万円

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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後期高齢者医療特別会計事業費勘定

後期高齢者
支援金収入

単位：億円

拠出金事業費返還金
（5医療法人等）

交付金精算返還金

業務収益
72,024億円

業務費用
72,459億円

資産の部
9,295億円

負債・資本の部
9,295億円

後期高齢者交付金

事務費勘定へ繰入

未収後期高齢者支援金

現金及び預金

未払後期
高齢者交付金

別途積立金

負
債
合
計

資
本
合
計

損益計算書 貸借対照表

72,322

５

3,914

5,380

71,664

224

1

5,950

1,410

未収事務費拠出金
（30百万円）

出産育児支援金収入 132

業務損失
434億円

別途積立金取崩額
2,145億円

当期未処分利益
1, 718億円

※令和4年度精算額(概算支援金の額から確定支援金
の額を差し引いた額)に調整金額を加えた額及び老人保
健特別会計拠出金事業費勘定から承継した別途積立
金からの受入額

※「高齢者の医療の確保に関する法
律第146条第1項」の規定により積立
金として整理

業務外収益(利息等)

7億円

1,718

業務損失

当期未処分
利益

217 その他の未払金

支援金精算返還金
    （3百万円）

0

0

（老人保健特別
   会計から承継の

145億円含む）

0

▲0

破産更生債権等
  （1百万円）

貸倒引当金
（▲1百万円）

固定資産
破産更生債権等と
貸倒引当金で相殺

１未収収益

事務費拠出金収入
4

132 出産育児交付金

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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前期高齢者特別会計
事業費勘定
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R6 概算納付金額
R6 新設保険者分概算納付金額
R4 納付金精算額等

R4 納付金精算額等･調整金額
R4 特別負担調整交付金精算額
R4 納付金精算返還金

予算 決算

▲2,738億円

前期高齢者特別負担調整交付金収入

受入金（別途積立金取崩額 ） 

借入金

平成２8事業年度 後期高齢者医療特別会計事業費勘定収入支出予算と決算内訳前期高齢者特別会計 事業費勘定 収入支出予算と決算内訳

収入

支出

34,769億円 ①37,506億円

事務費勘定へ繰入

予備費

諸支出金

単位：億円

+62

▲2,801

▲2,800

前期高齢者関係事務費拠出金収入

34,705億円 ②

前期高齢者納付金収入 3兆4,496億円

34,496

200
3
4
3

2,800

34,699

3
2

2,801

34, 558

200
3
4
4

34,699

3
2

※借入れ実績なし

R6 概算交付金額  
R4 交付金精算額等

R4  交付金精算額等・調整金額
R4  交付金精算返還金

R4 納付金精算額・調整金額から
R4 交付金精算額・調整金額を差引いた額

前期高齢者交付金 3兆4,699億円

前期高齢者納付金収入 3兆4,558億円

1,088億円
111億円

2億円

前期高齢者特別負担調整交付金収入

前期高齢者関係事務費拠出金収入

R4 納付金精算返還金

事務費勘定へ繰入

R4 交付金精算返還金  3億円
利子収入    1億円

雑収入

雑収入 

諸支出金

① － ② ＝ 収支差 64億円

R4 納付金精算返還金

受入金（別途積立金取崩額）

前期高齢者交付金      3兆4,699億円  

3兆3,294億円
62億円

1,202億円
1,088億円

111億円
2億円

R6 概算納付金額
R4 納付金精算額等

3兆3,294億円
1,202億円

R4 納付金精算額･調整金額
R4 特別負担調整交付金精算額
R4 納付金精算返還金

3兆3,604億円
1,095億円
1,092億円

3億円

2億円

R6 概算交付金額
R4 交付金精算額等

3兆3,604億円
1,095億円

R4  交付金精算額・調整金額
R4  交付金精算返還金

1,092億円
3億円

R4 交付金精算返還金      3億円
利子収入        0億円

▲2,801億円37,506億円

+1

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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前期高齢者特別会計事業費勘定

前期高齢者
納付金収入

単位：億円

交付金精算返還金
事務費拠出金収入

業務収益
34,764億円

業務費用
34,705億円

資産の部
3,037億円

負債・資本の部
3,037億円

前期高齢者交付金

事務費勘定へ繰入
納付金精算返還金

未収前期高齢者納付金

現金及び預金

未払前期高齢者
交付金

別途積立金

負
債
合
計

資
本
合
計

損益計算書 貸借対照表

34,699

2

317

0

34,558

3
3

2,892

82未収事務費拠出金
（26百万円）

前期高齢者特別負担
調整交付金収入

200

2,720

業務利益
59億円

別途積立金取崩額
4億円

当期未処分利益
64億円

※令和4年度納付金精算額及び調整金
額から交付金精算額及び調整金額を差
し引いた額

※「高齢者の医療の確保に関する
法律第146条第1項」の規定により
積立金として整理

業務外収益（利息）

0.8億円

64業務利益 当期未処分利益未収収益 （4百万円）

3

0

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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退職者医療特別会計
事業費勘定
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退職者医療特別会計 事業費勘定

①交付金精算返還金 ② 追加交付 ①－②

令和5年度 488百万円 17百万円 471百万円
（R4精算） （R4精算）

令和6年度 70百万円 0.02百万円 70百万円
（R5精算） （R5精算）

合計 541百万円

令和6年度の精算

➢ 令和6年5月で精算は終了し、資金残額２百万円を令和７年４月１日に権利及び義務を前期高齢者特

別会計に承継

➢ 令和5年度及び令和6年度の交付金精算返還金から追加交付を差し引いた541百万円を被用者保険等

保険者（新設保険者を除く）へ返還

➢ 退職者医療制度廃止（令和6年4月1日）に伴い、令和6年度は退職者医療特別会計が最終年度となる

ため、令和4年度の精算に加え令和5年度の精算も実施

⇒ 拠出金精算返還金

決算の概況

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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予算 決算

雑収入

平成２8事業年度 後期高齢者医療特別会計事業費勘定収入支出予算と決算内訳退職者医療特別会計 事業費勘定 収入支出予算と決算内訳

支出

567百万円 ①568百万円

療養給付費等交付金

予備費

諸支出金

単位：百万円

受入金（別途積立金取崩額）

▲１百万円 567百万円 ②

事務費勘定へ繰入

事務費拠出金収入

R4  拠出金精算額                  470百万円

R4 調整金額  1万円
 R5 拠出金精算返還金と
 交付金精算返還金の差額              79万円

R4 拠出金精算返還金    470百万円

26

70

26

471

70

０
26

541

1

541

26

▲1百万円

受入金（別途積立金取崩額)

雑収入

諸支出金

事務費勘定へ繰入

療養給付費等交付金

事務費拠出金収入

R5 交付金精算返還金
利子収入

① － ② ＝ 収支差 3万円

R5 追加交付額          2万円

R5 追加交付額 5万円

70百万円
3万円

退職被保険者年度平均人数 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（ ）内は特定健保再掲 概算 21万人（8千人） 5万人（504人） 207人 49人 21人 9.7人
確定 14万人（4千人） 2万人（241人） 71人 34人 15人 —

472

収入

R5 交付金精算返還金
利子収入

70百万円
1万円

▲1

０

R5 拠出金精算返還金      71百万円

568百万円

▲1

R4  拠出金精算額                470百万円

R4 調整金額    1万円
 R5 拠出金精算返還金と
 交付金精算返還金の差額          171万円

R4 拠出金精算返還金    470百万円

R5 拠出金精算返還金      71百万円

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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70

26

退職者医療特別会計事業費勘定

単位：百万円

交付金精算返還金

事務費拠出金収入

業務収益
96百万円

業務費用
567百万円

資産の部
2百万円

資本の部
2百万円

療養給付費等交付金

事務費勘定へ繰入

拠出金精算返還金

業務損失
471百万円

別途積立金取崩額
471百万円

当期未処分利益
3万円

損益計算書 貸借対照表

4
239

※全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保
険法等の一部を改正する法律附則第5条第3項において、なお効力を有
するものとされた改正前国民健康保険法附則第19条において準用する
高齢者の医療の確保に関する法律第146条第1項の規定により積立金
として整理し、権利及び義務については前期高齢者特別会計に承継

業務外収益（利息）
3万円

業務損失

当期未処分利益
（3万円）

66

※令和4年度精算額（概算拠出金
の額から確定拠出金の額を差し引いた
額）に調整金額を加えた額及び令和
5年度拠出金精算返還金と交付金精
算返還金の差額

現金及び預金

541

26

0

別途積立金
2

（2万円）

2

0 

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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子ども・子育て支援納付金特別会計
事務費勘定
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0

▲0百万円

予算 決算

雑収入

平成２8事業年度 後期高齢者医療特別会計事業費勘定収入支出予算と決算内訳子ども・子育て支援納付金特別会計事務費勘定 収入支出予算と決算内訳

収入

支出

150百万円 ①

150

0

149

146

2

1
▲1

150百万円

管理諸費

予備費

単位：百万円

▲3百万円 148百万円 ②150百万円

職員諸給与

① － ② ＝ 収支差 3百万円
（国へ返納）

150

システム関連経費
その他の経常経費

▲2

超過勤務手当 1百万円

利子収入 1千円
雑入 1千円

子ども・子育て支援
事 業 費 補 助 金

管理諸費
システム関連経費 147百万円
その他の経常経費  2百万円

超過勤務手当  2百万円

146百万円
0百万円

職員諸給与

子ども・子育て支援
事 業 費 補 助 金

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計



15Change,Challenge,Chance

子ども・子育て支援納付金特別会計事務費勘定

単位：百万円

業務収益
150百万円

事務費補助金収入

業務費用
17百万円

22,161

4,542

事務費補助金
精算返納金

給与手当

流動資産
(現金及び預金)

固定資産
(ソフトウエア仮勘定)

150

利益剰余金

資産の部
283百万円

負債・資本の部
283百万円

業務利益 133百万円 当期未処分利益 133百万円

損益計算書 貸借対照表

負
債

資
本

業務利益

150

3

1

150
流動負債
(未払金)

133

▲3

(当期未処分利益)

13 租税公課等

133

※「子ども・子育て支援法第71条の
20第1項」の規定により積立金として
整理

１ 令和6事業年度事業の実施状況及び決算 ⑷ 財政調整等特別会計
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